











































































































































































イギリス アメリカ アメリカ 日本
設立年
博士課程 1985 1991 1979 2012
修士課程 1991 2010
博士授与数 20 11 8 9（+ 2）論文博士
学生数
博士課程  15 10 4  9
修士課程 － 28  118  36
2010年調べ 2016年度
表３　国際火災科学研究科火災科学専攻に入学した学生の出身学科　秋入学を含む 
2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017
本学
理学部第一部数学科 0 0 1 0 1 0 0 0
理学部第一部数理情報科学科 0 1 0 0 0 0 0 0
理学部第一部化学科 0 0 0 0 2 0 1 0
理学部第一部応用化学科 0 0 1 0 0 0 0 0
理学部第二部数学科 0 0 0 0 1 1 0 0
理学部第二部化学科 0 0 0 1 1 2 0 0
工学部第一部建築学科 1 2 0 0 1 0 0 1
工学部第一部工業化学科 0 0 1 0 1 0 0 0
工学部第一部経営工学科 0 0 0 1 0 1 0 0
工学部第二部建築学科 7 1 8 2 4 6 1 8
工学部第二部電気工学科 0 1 0 0 0 0 0 0
理工学部数学科 0 0 1 0 0 0 0 0
理工学部物理学科 0 0 0 0 0 0 1 0
理工学部建築学科 1 0 1 0 0 0 1 0
理工学部工業化学科 0 0 0 0 0 1 0 0
経営学部経営学科 0 0 1 0 0 4 0 0
（本学小計） 9 5 14 4 11 15 4 9
その他
本学以外の学部 8 8 5 4 7 0 7 6
海外の大学 1 2 1 5 4 4 6 4









































ダン マン クォン 群集歩行実験によるマルチエージェント避難シミュレーションの検証・検討 大宮
ファン スァン フン 地震誘発火災による損傷を受けた鉄筋コンクリート造の床の温度変化に関する研究 池田
パク ヒョンウ 高架下駅火災時における煙伝播に関する研究（－階段を考量した煙流動性状－） 大宮
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図４　フランス：GDP（人口一人当たり）と火災死亡率（人口10万人当たり）
7理大 科学フォーラム　2017（9）
義：防災科学概論の受講を新入生全員に課
し，加えて研究室訪問での質疑から，学生自
らが研究室を決めるシステムを取っている。
　日本語・英語共存の教育体制で，修士論文
の発表会を何語でするかはいつも議論になる
が，中間発表会（入学して１年２ヵ月）は全
員，PPTも発表も英語で行うが，修了前の最
終的な発表会はPPTは英語，発表は日英を選
択できるようにしている。
今後の課題
　火災研究の究極の目的が，人命安全の確保
であることは言うまでもないが，それぞれの
国・社会がどのような状況にあるときに火災
危険が高くなるかについては，しっかりした
研究がなされていない。イタリアのように家
屋がほぼ不燃の国では，火災研究は歴史遺産
の保全に限られているし，ベトナムのように
急速に都市化が進む国では，建築基準法や消
防法の整備とその施行が喫緊な課題である。
ターゲットであるアジアの国々でどのレベル
の対策が必要かが，なかなか決まらない大き
な理由は，発展途上国では正確な統計量が残
されておらず，状況の把握が推測になり，そ
れぞれの国に「あなたの国は今こういう状態
だから放っておくとどんどん火災被害が増え
ますよ，早くこういう対策を採りましょう」
と明確な提案をしづらいことである。
　図３はこれにメスを入れる研究で，統計量
の確かなG7の国々で，この50年余，火災に
よる死亡率がどのように変化したかを，
GDPに対してプロットしたものである。簡
単に言えば，「社会が豊かになれば火災死亡
率は少しづつ下がって，人口10万人当たり
0.5～1.0人／年に近づく」といえるが，注目
したいのはこの図からフランスだけを抜き出
した図４のGDPが０に近い3,000US$以下の
部分で死亡率が低い状態から，豊かになる過
程で突然，死亡率が跳ね上がる現象である。
バングラデシュ，ベトナムのGDPは現在そ
れぞれ1,300US$，2,000US$でこれから死亡
率が跳ね上がる状況にあると説明することが
できる。今後は，この種の政策学的な研究の
積み重ねも重要だと考えている。
終わりに
　私事ではあるが，研究科設立の2010年４月
以降の海外出張をパスポートから確認する
と，中国６回，ベトナム４回，韓国４回，バ
ングラデシュ２回，インド２回，台湾１回
で，これらは本研究科のアジア展開のため
で，よく頑張ったと思う。これらの出張の中
で，修了留学生のマムン君（バングラデシ
ュ）が大統領特別賞を授与されたこと（写真
２），同じくダッカ市内の高級オフィス（バ
ングラデシュ最大の通信会社GrameenPhone）
で，スキルアップ組の日本人修了生が営業し
た防災システムが導入されていることが今後
の国際展開を期待させる。国内でも，保険の
国際鑑定を専門とする会社や原子力発電所の
火災問題の専門家として研究所，車両火災の
専門家として車両メーカーに就職するなど，
幅広い分野へ人材を供給している。
　さて今回の特集でも取り上げている糸魚川
市火災に加えて，この３月のアスクルの大規
模倉庫火災など，国内にもまだまだ火災科学
が必要とされる問題が山積している。今後も
国内外における理科大の火災科学研究の進展
に強いご支援をお願いしたい。
写真２　 シェイク・ハシナ首相から，大統領特別賞を
授与されるムハマド・マムン君　2015年
